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まえがき 

 

市町村交通安全計画は、交通事故のない安全・安心な社会を目指して、交通安

全対策基本法第 26 条第 1項の規定に基づき、市町村の区域における陸上交通の

安全に関する総合的、長期的な施策の大綱を定めるものです。 

 

伊万里市は、これまで交通安全対策の基本理念を「人命尊重」に置き、その時々

の交通情勢に対応した交通安全計画を策定し、幼児から高齢者までの全ての世

代を対象とした交通安全教室の開催等による交通安全教育の充実、歩道の整備

等の交通安全施設の整備など、交通安全対策に取り組んできました。 

 

しかしながら、高齢化が進行する中で、高齢者が関わる交通事故は依然として

多く発生しています。 

 

佐賀県内においては、令和 2年中の人口 10 万人当たりの人身事故発生件数が

全国ワースト 5 位以内となるなど、人身交通事故発生件数、死者数は極めて高

い水準で推移しており、今後とも人身事故を抑止することはもとより、交通事故

そのものを減少させるための取組みが必要です。 

 

交通事故の防止は、県、市、警察、関係機関、関係団体だけでなく、市民一人

一人が全力で取り組まなければならない緊急かつ重要な課題であり、人命尊重

の理念の下に、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策を強力に推進する

ことにより、交通事故のない安全・安心な社会を実現していかなければなりませ

ん。 

 

第１１次伊万里市交通安全計画は、令和 3 年度から令和 7 年度までの 5 年間

に取り組むべき交通安全に関する施策の大綱を定めたものであり、この計画に

基づき、県、市、警察、関係機関、関係団体は相互に緊密な連携を保ち、効果的

な交通安全対策を推進するものです。 

 

なお、策定にあたっては、第 6次伊万里市総合計画における「人がいきいきと

活躍する 幸せ実感のまち 伊万里」という将来都市像を目指して、まちづくり

目標「住みよい環境づくり」を進めるため、交通安全の確保による暮らしの安全・

安心の確立につながるよう配慮しています。 
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計画の基本理念及び基本的考え方      

１ 計画の基本理念 

（１）交通事故のない伊万里市を目指して 

本市では、人口減少と高齢化が進行しており、こうした時代変化の中で、

市民が安全・安心に暮らすことができ、移動することができる社会を実現

することは重要です。 

このような中、本市における交通事故による 24 時間死者数は、昭和 46

年の 18 人をピークに年々減少傾向にありますが、過去 5 年間においても

24 時間死者数がゼロであった年は令和 2年の 1度しかありません。 

このため、人命尊重の理念に基づき、また交通事故がもたらす大きな社

会的・経済的損失も勘案し、究極的には交通事故のない社会を目指します。 

（２）「人優先」の交通安全思想 

道路交通については、高齢者、障害者、子供等の交通弱者をはじめとし

た、自動車と比較して弱い立場にある歩行者等の安全を確保することが必

要であるとともに、思いかけず交通被害者となった方それぞれの状況に応

じた支援が求められます。 

このような「人優先」の交通安全思想を基本とし、あらゆる施策を推進

します。 

（３）高齢化が進行しても安全に移動できる社会の構築 

本市では、高齢者が交通事故の被害者や加害者となる割合が、交通事故

全体において高い割合で推移しています。 

一方で、加齢による身体・認知機能の衰え等により、運転免許を返納す

る、または返納を考えている高齢者が増加する中、自動車に頼らず自立的

に日常生活を営むことができる移動手段の確保も課題となっています。 

こうした課題に向き合い、年齢や障害の有無等に関わらず安全・安心に

暮らせる共生社会を構築することを目指します。 

 

２ 基本的考え方 

この計画では、基本理念に基づき、道路交通事故のない伊万里市を目指し

て、「人優先」の交通安全思想の下、運転者に対する歩行者保護の意識を強

力に醸成する交通安全思想の普及啓発活動を推進するとともに、生活道路の

安全対策や歩道の計画的な整備など、歩行者の安全確保に関する交通安全対

策を最優先とします。 

さらに、交通安全対策については、地域の交通情勢を踏まえるとともに、

県、市、警察、学校、関係機関、関係団体、地域が連携して推進します。 
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第１章 道路交通の安全についての目標     

 

 第１節 道路交通事故の現状と今後の見通し   

１ 道路交通事故の現状 

（１）佐賀県の現状 

県内の交通事故による 24 時間死者数は、過去最高を記録した昭和 46 年

の 180 人をピークとして減少し、平成 30 年にはピーク時の 6 分の 1 の 30

人にまで減少しています。 

また、第 10 次佐賀県交通安全計画に定めた「人身事故発生件数を 5,900

件以下にする」という目標についても、平成 30 年には 5,725 件、令和元

年は 5,040 件、令和 2年は 3,758 件と 3年連続で達成しています。 

しかし、これらを人口 10 万人あたりで見ると、死者数は平成 30 年が全

国ワースト 20 位であったものの、令和元年はワースト 9 位、令和 2 年は

ワースト 5 位であり、人身事故発生件数についても、平成 28 年はワース

ト 1 位、平成 29 年から令和元年はワースト 2 位、令和 2 年はワースト 4

位と、いまだ全国ワーストレベルを脱却したとはいえない状況にあります。 

 

表 1：佐賀県の人身事故発生状況 

歴年（1～12 月） 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 

人身事故件数 7,783 件 6,765 件 5,725 件 5,040 件 3,758 件 

全国順位 ﾜｰｽﾄ 1 位 ﾜｰｽﾄ 2 位 ﾜｰｽﾄ 2 位 ﾜｰｽﾄ 2 位 ﾜｰｽﾄ 4 位 

死者数 35 人 36 人 30 人 34 人 33 人 

全国順位 ﾜｰｽﾄ 16 位 ﾜｰｽﾄ 13 位 ﾜｰｽﾄ 20 位 ﾜｰｽﾄ 9 位 ﾜｰｽﾄ 5 位 

 

（２）伊万里市の現状 

   市内の交通事故による 24 時間死者数は、昭和 46 年の 18 人をピークと

して減少に向かい、過去 5 年間（平成 28 年～令和 2 年）は表 2 に示すと

おり、年により多少の増減はあるものの、ほぼ横ばいで推移しており、第

10次伊万里市交通安全計画の目標である年間の24時間死者数3人以下に

ついては、平成 28 年、平成 30 年、令和 2年が目標を達成しています。 

   また、死者数における 65 歳以上の高齢者の割合が、過去 5 年間の平均

（延べ死者数 14 人中 9人が高齢者）では全体の約 64％と高くなっていま

す。 
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表 2：伊万里市の人身事故発生状況 

歴年（1～12 月） 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 

人身事故発生件数（A） 440 件 379 件 319 件 283 件 202 件 

高齢者が関係する 

人身事故発生件数（B） 
157 件 145 件 113 件 113 件 75 件 

割合（B）÷（A） 35.7% 38.3% 35.4% 40.0% 37.1% 

高齢者が加害者となる人

身事故発生件数（C） 
96 件 80 件 67 件 74 件 49 件 

割合（C）÷（A） 21.8% 21.1% 21.0% 26.1% 24.3% 

人身事故死者数（D） 2 人 6 人 1 人 5 人 0 人 

高齢者の人身事故死者数 

（E） 
1 人 3 人 1 人 4 人 0 人 

割合（D）÷（E） 50% 50% 100% 80% ― 

 

図 1：人身事故発生状況の推移 

 
 

 

２ 道路交通事故の見通し 

本市における人身事故発生件数は、平成 26 年以降、年々減少しているこ

と、安全運転支援装置装着車の増加、自動運転技術の導入、各種道路環境の

整備などにより、今後もこうした減少傾向が維持されると見込んでいます。 

一方で、表 2に示すとおり、高齢者が事故の被害者や加害者となる割合が

高い割合で推移しており、高齢者に対する交通安全教育のさらなる推進が必

要です。 
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 第２節 第 11 次伊万里市交通安全計画における目標   

 

 目標 1  

 令和 3 年から令和 7 年における年間 24 時間死者数の平均を 2 人以下とする。 

 ※第 10 次伊万里市交通安全計画期間（平成 28 年～令和 2年）の平均 2.8 人 

 

 目標 2  

 令和 3年から令和 7年における人身事故発生件数を年間 200 件以下とする。 

 ※第 10 次伊万里市交通安全計画期間（平成 28 年～令和 2年）の最小数 202 件 

 

 

【参考】 

 第 8 次伊万里市交通安全計画における目標（平成 18 年～平成 22 年） 

 ・計画期間 5年間における 24 時間死者数の累計 

目標：20 人以下 

実績：27 人 

平成 18 年 4 人、平成 19 年 9 人、平成 20 年 9 人 

   平成 21 年 0 人、平成 22 年 5 人 

 

第 9 次伊万里市交通安全計画における目標（平成 23 年～平成 27 年） 

 ・年間の 24 時間死者数 

目標：4人以下 

実績：平成 23 年 4 人、平成 24 年 3 人、平成 25 年 1 人 

   平成 26 年 4 人、平成 27 年 5 人 

 

第 10 次伊万里市交通安全計画における目標（平成 28 年度～令和 2年度） 

 ・年間の 24 時間死者数 

目標：3人以下 

実績：平成 28 年 2 人、平成 29 年 6 人、平成 30 年 1 人 

   令和元年  5 人、令和 2年  0 人 

 

第 11 次佐賀県交通安全計画における目標 

・令和 7年までに 24 時間死者数を 25 人以下にする。 

・令和 7年までに人身事故発生件数を 2,500 件以下にする。 
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第２章 道路交通の安全対策として重視すべき 5つの視点   

【重視すべき 5つの視点】 

 1 高齢者及び子供の安全確保 

 2 歩行者及び自転車の安全確保と遵法意識の向上 

 3 生活道路及び幹線道路における安全確保 

 4 交通実態等を踏まえたきめ細やかな対策の推進 

 5 地域が一体となった交通安全対策の推進 

 

第 11 次佐賀県交通安全計画に基づき、本市の実情を照らし合わせて、重視す

べき５つの視点を設定します。 

なお、第 11 次佐賀県交通安全計画では、6 つの視点としており、市の計画で

はそのうちの１つ「先端技術の活用推進（衝突被害軽減ブレーキの普及等に関す

ること）」を含んでいませんが、必要に応じて佐賀県の取組みと連携します。 

 

 第１節 高齢者及び子供の安全確保   

本市では、人身事故発生件数や人身事故死者数における高齢者の割合が高い

傾向にあるため、高齢者については、歩行中における対策とともに、自動車を運

転する場合の安全運転につながる交通安全教育の推進が必要です。 

また、運転免許証返納後の高齢者の移動を伴う日常生活を支えるための対策

は、この計画には含まないものの、これらの対策とも連携を図り、推進すること

が重要となります。 

一方で市内における子供の交通事故については、これまでも人身事故発生件

数は少ない状況にありますが、全国的に子供が犠牲となる悲惨な交通事故が発

生していることから、積極的な交通安全の確保が必要です。 

このため、まずは、子供が日常的に移動する通学路等における点検の実施や街

頭指導などの取組みを継続するとともに、横断歩道の設置や歩道の整備、交通安

全施設の整備など、道路交通環境の整備についても積極的に推進する必要があ

ります。 

また、子供自身の行動により交通事故を回避するためにも、県、市、警察、学

校、関係機関、関係団体、地域が一体となり、子供たちに対して生活する地域の

交通情勢を踏まえた交通安全教育の推進に取り組む必要があります。 

さらに、令和 4 年 6 月までに施行されることとなっている「高齢者運転者へ

の対策を行う道路交通法の一部を改正する法律（令和 2 年法律第 42 号）」につ

いて、必要に応じて周知を図ります。 
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 第２節 歩行者及び自転車の安全確保と遵法意識の向上   

本市における過去 5年間の人身事故死者 14 人のうち、歩行者が 5人、自転車

利用者が 1人となり、人身事故死者数の約 4割を占めています。 

 その中でも、特に高齢者、障害者、子供等の交通弱者の歩行中における安全を

確保するため、通学路、生活道路、幹線道路等において、歩道の整備をはじめと

した安全・安心な歩行空間の整備を積極的に推進することが重要です。 

 特に運転者に対しては、横断歩行者が関係する交通事故を減少させるため、横

断歩道に関する交通ルールの再認識と歩行者優先の徹底を周知するなど、運転

者の遵法意識の向上を図る必要があります。 

 一方で歩行者に対しては、道路を横断する際には横断歩道を渡ること、信号機

のあるところではその信号に従うといった交通ルールの周知を図るとともに、

安全を確認してから横断を始め横断中も周りに気を付ける、夜間は反射材を着

用するなど、歩行者が自らの身を守るための行動を促す必要があります。 

さらに自転車に対しては、自動車等に衝突された場合には被害者となる反面、

歩行者等と衝突した場合には加害者となるため、全ての年齢層へのヘルメット

着用の推奨、自転車の点検・整備、損害賠償責任保険等への加入促進等の対策を

推進する必要があります。 

 また、自転車利用者については、自転車を運転する際に守るべきルールを定め

た「自転車安全利用五則」（平成 19 年７月 10 日中央交通安全対策会議交通対

策本部決定）をはじめとした交通ルールや交通マナーの理解を深める交通安全

教育を充実させ、自転車の安全利用を定着させることが重要です。 

【自転車安全利用五則】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般財団法人全日本交通安全協会 
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 第３節 生活道路及び幹線道路における安全確保   

 本市における人身事故の特徴として、生活道路や幹線道路に関わらず、追突事

故が人身事故全体の約 5 割を占めており、脇見運転や漫然運転といった運転手

のわずかな不注意が事故の原因となっています。 

 このような状況を踏まえ、運転者一人一人に交通事故防止を自らの課題とし

て認識させ、交通ルールの遵守徹底と、他人に思いやりを持った正しい交通マナ

ーで緊張感を持っての運転を意識付けることが重要です。 

 なお、生活道路においては、高齢者、障害者、子供等の歩行者や自転車が安全・

安心に通行できる環境を確保し、重大事故の未然防止を図る交通安全対策とし

て、引き続き、生活道路おける「人優先」の道路交通環境の整備や交通指導取締

りの実施、幹線道路を通行すべき自動車の生活道路への流入防止対策等を推進

していく必要があります。 

また、生活道路における交通安全対策を実施していく上では、対策着手段階か

らの一貫した地域住民の関わりが重要であり、地域住民を交えた取組みを通し

て、地域の交通安全に対する関心を高めることで、「生活道路は人が優先」とい

う意識が市民に深く浸透することを目指します。 

加えて、本市における車道の幅員別での人身事故死者数（表 3）を見ると、車

道の幅員が 5.5 メートル以上の道路、いわゆる幹線道路での死者数が依然とし

て多い状況であり、引き続き、事故のデータや地域住民からの指摘等により、交

通事故の危険性が高い区間を明確にし、集中的に対策を講じる「事故ゼロプラン

（事故危険区間重点解消作戦）」に取り組み、交通安全対策の一層の向上を図る

必要があります。 

表 3：道路別の人身事故発生状況 

道路名 
平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 

件数 死者 件数 死者 件数 死者 件数 死者 件数 死者 

国道 202 号 129 1 104 1 82 0 89 2 43 0 

国道 204 号 88 0 75 3 74 1 59 0 42 0 

国道 498 号 26 0 18 0 19 0 11 1 17 0 

県道 86 0 96 2 79 0 49 1 28 0 

市道・その他 217 1 197 0 168 0 150 1 72 0 

小計（国道） 243 1 197 4 175 1 159 3 102 0 

合計 546 2 490 6 422 1 358 5 202 0 
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表 4：場所別の人身事故発生件数（特に事故が多い場所）   （単位：件） 

場所 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2年 合計 

1 
二里大橋 

交差点付近 
7 6 6 8 3 30 

2 川西交差点 5 6 3 2 1 17 

3 
上伊万里 

交差点 
6 3 2 4 2 17 

4 
六仙寺 

交差点 
4 2 4 5 0 15 

5 
川東江湖辻 

交差点 
2 4 2 1 4 13 

 

 

 

 

 第４節 交通実態等を踏まえたきめ細やかな対策の推進   

 これまでの総合的な交通安全対策の実施により、市内における人身事故は減

少していますが、過去 5年間（平成 28 年～令和 2年）で人身事故による死者が

発生していることから、一層の減少に繋げるためにも、これまでの取組みでは抑

止が困難であった交通事故について、発生地域、場所、形態等を詳細な情報に基

づき分析し、よりきめ細やかな対策を効果的かつ効率的に実施していく必要が

あります。 

 また、第 11 次計画期間中（令和 3年度～令和 7年度）にも様々な交通情勢の

変化があり得る中で、その時々の状況を的確に踏まえた取組みを行います。 
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 第５節 地域が一体となった交通安全対策の推進   

本市においては、高齢化の一層の進行等に伴う、地域社会のニーズと交通情勢

の変化を踏まえつつ、県、市、警察、関係機関、関係団体、地域等の協働により、

地域に根ざして、交通事故防止に関する課題の解決に取り組んでいくことが重

要となります。  

このため、地域の実情に詳しい専門家の知見を地域の取組みに活かすととも

に、地域住民の交通安全活動への関心を高め、交通事故の発生場所や発生形態な

ど、事故特性に応じた対策を実施していくため、インターネット等による交通事

故情報の提供に努めることが必要です。 

なお、本市では、多様な安全に関する課題に直面する中で、交通安全に割くこ

とができる資源は限られ、また、交通ボランティアをはじめ地域における交通安

全活動を支える人材の高齢化が進んでいる現状にあります。 

そこで、若者を含む地域住民が、交通安全対策について自らの問題として関心

を高め、当該地域における安全・安心な交通社会の形成に向けて、交通安全活動

への積極的な参加を推進することが重要です。 

 

表 5：交通安全指導員の配置状況    （令和 3 年 4 月 1 日現在、単位：人） 

町名 人員 町名 人員 町名 人員 町名 人員 

伊万里 3 大川内 1 大川 2 山代 3 

牧島 1 黒川 3 松浦 2 

合計 27 大坪 1 波多津 2 二里 3 

立花 1 南波多 2 東山代 3 

※平均年齢：73 歳  
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第３章 講じようとする施策（7つの柱）     

【７つの柱】 

 第１節 道路交通環境の整備    第５節 道路交通秩序の維持 

 第２節 交通安全思想の普及徹底  第６節 救助・救急活動の充実 

 第３節 安全運転の確保      第７節 被害者支援の充実と推進 

 第４節 車両の安全性の確保 

 

 第１節 道路交通環境の整備   

 本市では人身事故の約 50％が幹線道路（国道、主要地方道、一般県道）で発

生しており、また、歩行者や自転車が関連する人身事故は幹線道路だけでなく、

生活道路（市道等）においても多く発生している状況（令和 2年実績 約 35％）

にあります。 

このような状況から、幹線道路における安全対策を推進するとともに、地域の

実情を踏まえた対策を推進し、生活道路における安全対策を下記項目に沿って

進めます。 

また、少子高齢化が一層進展する中、子供を事故から守り、高齢者や障害者が

安全・安心に移動できる交通社会の形成に向けて、安全・安心な歩行空間が確保

された「人優先」の道路交通環境の整備を図ります。       

（※参考資料（43 ページ）に道路の新設、改築計画を記載。） 

 

【取組み内容】 

１ 生活道路等における「人優先」の安全・安心な歩行空間の整備 

２ 高規格幹線道路の活用促進による生活道路との機能分化 

３ 幹線道路における交通安全対策の推進 

４ 交通安全施設等の整備事業の推進 

５ 高齢者等の移動手段の確保・充実 

６ 歩行者空間の歩道のユニバーサルデザイン化 

７ 無電柱化の推進 

８ 効果的な交通規制の推進 

９ 自転車利用環境の総合的整備 

１０ 災害に備えた道路交通環境の整備 

１１ 総合的な駐車対策の推進 

１２ 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

１３ 踏切道の整備推進等 
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１ 生活道路等における「人優先」の安全・安心な歩行空間の整備 

幹線道路を通行すべき自動車の生活道路への流入は深刻な問題であり、生

活道路における事故の占める割合は増加傾向にあり、また、過去５年間の歩

行者の死者数は全死者数の約 36％（14 人中 5人）を占めています。 

このため、地域の協力を得ながら、通学路、生活道路、市街地の幹線道路

等において歩道を積極的に整備するなど、「人優先」の思想に基づいた交通

安全対策を推進していく必要があり、特に交通の安全を確保する必要がある

道路において、歩道等の交通安全施設等の整備、効果的な交通規制の推進な

ど、きめ細かな事故防止対策を実施することにより、車両の速度の抑制や自

動車、自転車、歩行者等の異種交通が分離された安全な道路交通環境を形成

することに努めます。 

 

（１）生活道路における交通安全対策の推進 

科学的データや地域の実情に基づき抽出した交通事故の多いエリア 

において、県公安委員会及び道路管理者、地域住民等が連携し、徹底した

通過交通の車両速度の抑制や排除等の対策に取り組み、高齢者、障害者、

子供等が安心して通行できる道路空間の確保を図ります。 

また、県公安委員会が推進する、生活道路における歩行者・自転車の安

全を確保するため、速度の規制が必要な道路において最高速度を時速３０

キロメートルの区域規制等を前提とした「ゾーン３０」等の低速度規制や、

道路標識・道路標示の高輝度化や信号灯器の LED 化、光ビーコン、交通情

報板等によるリアルタイムの交通情報提供等の交通流円滑化対策を実施

するとともに、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平

成１８年法律第９１号。以下「バリアフリー法」という。）の生活関連経路

を構成する道路を中心に音響式信号機、歩行者と自動車が通行する時間を

分離して交通事故を防止する歩車分離式信号の導入について、県公安委員

会と連携を図ります。 

道路管理者においては、歩道の整備等により、安心して移動できる歩行

空間を整備するとともに、県公安委員会が実施する交通規制及び交通管制

との連携を強化し、ハンプ(※)やクランク(※)、狭さく（※）等車両速度

を抑制する道路構造等により、歩行者や自転車の通行を優先するゾーンを

形成し、ゾーン内への通過交通抑制対策を必要に応じ実施します。 

また、道路標識の高輝度化・大型化・可変化・自発光化、標示板の共架、

設置場所の統合・改善、道路標示の高輝度化等（以下「道路標識の高輝度

化等」という。）を検討し、見やすく分かりやすい道路標識・道路標示とす

るなど視認性の向上に努めます。 
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※ ハンプ：路面の一部を盛り上げ舗装することによって、運転者に減速を促すもの 

※ クランク：直角の狭いカーブが二つ交互に繋がっている道路形状をいい、運転者

に適切な進路と速度を判断して通行させるもの 

※ 狭さく：自動車の通行部分の幅を物理的に狭くする、あるいは視覚的にそのよう

に見せることにより、運転者に減速を促す道路構造 

 

表 6：各道路管理者別道路交通環境の整備計画（事業量一覧） 

【令和 3年度～令和 7年度】 

項目 単位 国 県 市 

歩道 ｍ 513 700 480 

道路照明 基 2 
256 

（LED 化を含む） 
0 

防護さく ｍ 400 6,500 800 

道路反射鏡 本 0 20 25 

道路標識 本 0 90 0 

視線誘導標 本 100 600 0 

区画線 ｍ 24,000 65,000 15,000 

道路情報提供装置 基 0 5 0 

 

表 7：各道路管理者別道路交通環境の整備実績（事業量一覧） 

【平成 28 年度～令和 2年度】 

項目 単位 国 県 市 

歩道 ｍ 513 1,068 381 

道路照明 基 11 26 0 

防護さく ｍ 262 6,820 798 

道路反射鏡 本 0 25 76 

道路標識 本 6 92 0 

視線誘導標 本 36 613 0 

区画線 ｍ 21,081 65,423 19,482 

道路情報提供装置 基 4 0 0 
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（２）通学路等における交通安全の確保 

本市では、通学路における交通安全を

確保するため、平成 26 年 6 月に「伊万里

市通学路交通安全プログラム」を策定し

たことから、これに基づく合同点検の実

施や対策の改善・充実等に取り組み、道路

交通実態に応じ、県、市、警察、教育委員

会、学校等が連携し、ハード・ソフトの両

面から必要な対策を推進します。 

特に、児童生徒の登下校中の安全を確

保するため、通学路の歩道整備等を積極

的に推進するとともに、スクールゾーン内にある主要な交差点内への交通

安全施設の整備を計画的に取り組むとともに、ハンプ・狭さく等の設置や

路肩のカラー舗装、押しボタン式信号機、横断歩道等の拡充により、通学

路等における交通安全の確保を図ります。 

また、保育所等が行う散歩等の園外活動の安全を確保するため、キッズ

ゾーンの創設を推進します。 

（※参考資料（44 ページ～51 ページ）にスクールゾーン及び 

交差点内交通安全施設整備（ガードパイプ等）想定場所を記載。） 

 

（３）高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備 

ア 高齢者、障害者等を含めた全ての人が安全・安心に暮らせる社会を実

現するため、駅、公共施設等を相互に連絡する道路など、主要な生活関

連経路を中心に、平坦性が確保された幅の広い歩道等を積極的に整備し

ます。 

また、視覚障害者誘導用ブロック、歩行者用の案内標識、県のバリア

フリーマップ等により、公共施設の位置や施設までの経路等を適切に案

内します。 

イ 横断歩道、バス停留所付近の違法駐車等の駐車違反に対する取締りを

強化するとともに、高齢者、障害者等の円滑な移動を阻害する要因とな

っている歩道や視覚障害者誘導用ブロック上等の自転車、自動二輪車等

の違法駐車についても、指導取締りを推進します。 

（※参考資料（52 ページ～54 ページ）にシルバーゾーンを記載。） 

 

 

交差点内の交通安全施設の例 

（自動車侵入防護対策） 
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２ 高規格幹線道路の活用促進による生活道路との機能分化 

高規格幹線道路（※）である西九州自動車道から生活道路に至る道路ネッ

トワークを体系的に整備し、道路の適切な機能分化を推進します。 

特に、事故率の低い高規格道路の利用を促進するとともに、生活道路にお

いては、車両速度の抑制や通過交通を排除し、歩行者、自転車中心の道路交

通を形成します。 

※ 高規格幹線道路：自動車の高速交通の確保を図るために必要な道路で、全国的な

自動車交通網を構成する自動車専用道路であり、高速自動車

国道及び一般国道の自動車専用道路で構成されるもの 

 

 

３ 幹線道路における交通安全対策の推進 

幹線道路における交通安全については、交通事故対策への投資効率を最

大限高めるため、県が取り組む急ブレーキデータ等のビッグデータ(※)を

活用した潜在的危険箇所の対策など、きめ細かく効率的な事故対策に取り

組みます。 

※ ビッグデータ：企業が大量のデータや情報を収集すること（ここでいうビッグ

データとは、自動車メーカー等がカーナビゲーション等を通し

て収集した、走行距離のほか、急ブレーキをかけた時間や場所

などの膨大なデータを指す） 

（１）事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の推進 

交通安全に資する道路整備事業の実施にあたっては、効果を科学的に

検証しつつ、マネジメントサイクルを適用することにより、効率的・効果

的な実施に努め、少ない予算で最大の効果を獲得できるよう、国土交通

省が推進している「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）」を参

考に、次の手順で対策を推進します。 

 

ア 死傷事故は特定の区間に集中していることを踏まえ、死傷事故率の

高い区間や地域の交通安全の実情を反映した区間など、事故の危険性

が高い特定の区間を第三者の意見を参考にしながら選定します。 

イ 地域住民に対し、事故危険区間であることの注意喚起を行うととも

に、事故データにより、事故類型や事故要因等を明らかにした上で、今

後蓄積していく対策効果データを活用しつつ、事故要因に即した効果

の高い対策を立案・実施します。 

ウ 対策完了後は、対策の効果を分析・評価し、必要に応じて追加対策を

行うなど、評価結果を次の新たな対策の検討に活用します。 
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（２）事故危険箇所対策の推進 

特に事故の発生割合の大きい幹線道路の区間等を事故危険箇所として

指定し、県公安委員会と道路管理者が連携して集中的な事故抑止対策を

実施します。 

事故危険箇所では、信号機の新設や改良、歩車分離式信号の運用、道路

標識の高輝度化、歩道等の整備、視距の改良、中央帯の設置、区画線等の

整備、道路照明や視線誘導標等の設置、カラー舗装等の対策を推進します。 

 

（３）幹線道路における交通規制 

幹線道路の交通安全と円滑化を図るため、道路の構造、交通安全施設の

整備状況、交通の状況を勘案しつつ、速度規制及び追越しのための右側部

分はみ出し通行禁止規制等について、交通実態に即した交通規制となる

よう見直し、適正化を図ります。 

また、西九州自動車道については、交通流の変動、道路構造の改良状況、

交通安全施設の整備状況、交通事故の発生状況等を総合的に勘案して、交

通実態に即した交通規制となるよう見直しを推進します。 

 

（４）重大事故の再発防止 

重大事故が発生した際には、速やかに事故発生の要因について調査し、

同様の事故の再発防止を図ります。 

 

（５）適切に機能分担された道路網の整備 

ア 西九州道路から生活道路に至るネットワークを体系的に整備すると

ともに、歩道や自転車道等の整備を積極的に推進し、自動車、自転車、

歩行者等の異種交通の分離を図ります。 

イ 西九州道路の利用しやすい環境を整備し、より多くの交通量を分担さ

せることで道路ネットワーク全体の安全性の向上に努めます。  

ウ 通過交通の排除と交通の効果的な分散により、円滑で安全な道路交 

通環境を確保するため、バイパス等の整備を推進します。 

 

 （６）道路の改築等による交通事故対策の推進 

交通事故を防止し、歩行者及び自転車利用者の安全と生活環境の改善を

図るため、歩道等を設置するための既存道路の拡幅、バイパスの整備と併

せた道路空間の再配分、自転車の通行を歩行者や車両と分離するための自

転車道の設置など、道路交通の安全に寄与する道路の改築事業を推進しま

す。 
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（７）交通安全施設等の高度化 

ア 交通実態に応じて、複数の信号機を面的・線的に連動させる集中制御

化・プログラム多段系統化等の高度化を推進するとともに、疑似点灯

防止による視認性の向上のため、信号灯器の LED 化を推進します。 

イ 道路の構造、交通の状況に応じた交通の安全を確保するために、道路

標識の高輝度化等、高機能舗装、高視認性区画線の整備等を推進する

ほか、交通事故発生地点を容易に把握し、速やかな事故処理及び的確

な事故調査が行えるようにするとともに、自動車の位置や目的地まで

の距離を容易に確認できるようにするためのキロポスト（地点標）の

整備を推進します。 

 

 

４ 交通安全施設等の整備事業の推進 

社会資本整備重点計画法（平成 15 年法律第 20 号）に基づき定められる

社会資本整備重点計画に即して、県公安委員会及び道路管理者が連携し、事

故実態の調査・分析を行いつつ、次の方針により交通安全施設等整備事業を

推進し、交通事故の防止と交通の円滑化を図ります。 

 

（１）歩行者・自転車対策及び生活道路対策の推進 

生活道路において「人優先」の考えの下、ゾーン３０等の車両速度の抑

制、通過交通の抑制・排除等の面的かつ総合的な交通事故対策を推進する

とともに、少子高齢社会の進展を踏まえ、歩道のユニバーサルデザイン化

及び通学路における安全・安心な歩行空間の確保を図ります。 

 

（２）幹線道路対策の推進 

幹線道路では、交通事故が特定の区間に集中して発生していることか 

ら、事故危険箇所など、事故の発生割合の大きい区間において重点的な交

通事故対策を状況に応じて実施します。 

この際、事故データの客観的な分析による事故原因の検証に基づき、信

号機の改良、交差点改良等の対策を実施します。 

 

（３）道路交通環境整備への住民参加の促進 

安全な道路交通環境の整備にあたっては、「人優先」の考えの下、地域住

民や道路利用者の参加の下に交通安全施設等の点検を行う交通安全総点

検を積極的に推進するとともに、道路利用者等が日常感じている意見を取

り入れ、道路交通環境の整備に反映します。 
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５ 高齢者等の移動手段の確保・充実 

令和 2 年 6 月に公布された地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法

律第 59 号）等の一部改正法により、高齢者を

はじめとする地域住民の移動手段の確保に向

け、地域公共交通のマスタープラン（地域公共

交通計画）を策定（本市は令和 5年度予定）し

た上で、公共交通サービスの改善を図るとと

もに、地域主体による持続可能な移動手段の

確保や充実を図る取組みを推進します。  

 

６ 歩行者空間のユニバーサルデザイン化 

高齢者や障害者等を含める全ての人が安全・安心して活動できる社会を実

現するため、駅、公共施設、病院等を相互に連絡する道路など、主要な生活

関連経路を中心に歩道のユニバーサルデザイン化を考慮した歩行空間の整

備を積極的に推進します。 

 

７ 無電柱化の推進 

安全で快適な通行空間の確保等の観点から、無電柱化の推進に関する法 

律（平成 28 年法律第 112 号）に基づき、県が策定する無電柱化推進計画

及び第 11 次佐賀県交通安全計画と連携します。 

 

８ 効果的な交通規制の推進 

地域の交通実態等を踏まえ、交通規制の内容について点検や見直しを図る

とともに、交通事情の変化を的確に把握してソフト・ハード両面での総合的

な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図ります。 

（１）速度規制 

速度規制については、最高速度規制が交通実態に合った合理的なもの 

かの点検及び見直しをすることに加え、幹線道路では通過する車両の平均

速度や交通事故発生状況等を勘案し、規制速度の引き上げ等を計画的に推

進するとともに、生活道路では速度抑制対策を積極的に推進します。 

 

 （２）駐車規制 

駐車規制については、必要やむを得ない貨物自動車等の荷捌き、客待ち

タクシー、二輪車を中心に、商店街（買物客）、駅前等における対策を重点

として、駐車規制の点検及び見直しを推進します。 

ノンステップバス車両 

（いまりんバス市街地線） 
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（３）信号機の計画的な設置の推進 

信号機の設置については、緊急度及び重要度の観点から、道路管理者 

及び警察で構成される信号機設置要望審査委員会で優先順位を決定し、県

公安委員会へ要望を行い、信号機設置が実現するよう努めます。 

また、信号制御については、歩行者や自転車の視点で信号をより守りや

すくするために、横断実態等を踏まえ、歩行者の待ち時間の長い押しボタ

ン式信号の改善を行うなど、信号表示の調整等の運用の改善を推進します。 

 

表 6：市内の信号機設置状況  （令和 3年 4月 1日現在） 

種類 設置数 

半感応式 54 基 

簡易半感応式 0 基 

定周期式 0 基 

プログラム多段式 61 基 

押しボタン式 43 基 

 

 

９ 自転車利用環境の総合的整備 

（１）安全で快適な自転車利用環境の整備 

国内における交通事故件数（出典：道路の交通に関する統計【警察庁】）

が平成 21 年（737,637 件）から令和元年（381,237 件）において約 5割に

減少している中、歩行者と自転車の事故件数が約 1 割の減少（平成 21 年

2,946 件、令和元年 2,692 件）となっており、交通事故全体に占める割合

は増加しています。 

このため、歩行者と自転車が分離された車道通行を基本とする自転車通

行空間の整備等により、安全で快適な自転車利用環境の整備に関する取組

みを推進します。 

また、交通ルールの遵守や正しい交通マナーの啓発活動など、ソフト施

策を積極的に推進します。 

 

（２）自転車等の駐車対策の推進 

自転車等の駐車対策については、自転車等の駐車需要の多い地域及び 

今後駐車需要が著しく多くなることが予想される地域を中心に、必要に応

じて自転車駐車場等の整備を推進します。 

鉄道の駅周辺等における放置自転車等の問題解決を図るため、県、市、

警察、鉄道事業者等が連携し、地域の実情に応じて、駅前広場及び道路等
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に放置されている自転車等の整理や撤去等の推進を図ります。 

特に、生活関連経路を構成する道路においては、高齢者、障害者、子供

等の移動の円滑化に資するため、広報啓発活動等の違法駐車を防止する取

組み及び自転車駐車場等の整備を推進します。 

 

表 7：市が管理する駐輪場設置状況      （令和 3 年 4 月 1 日現在） 

駐車場名 設置場所 収容台数 設置者 設置年月 

伊万里駅駐輪場 伊万里駅 
MR 側 138 台 

JR 側 46 台 
伊万里市 平成 14 年 

川東駅駐輪場 川東駅 約 30 台 伊万里市 平成 2年 

里駅駐輪場 里駅 約 20 台 伊万里市 平成 2年 

金石原駅駐輪場 金石原駅 約 20 台 伊万里市 昭和 62 年 

 

 

１０ 災害に備えた道路交通環境の整備 

（１）災害に備えた道路の整備 

地震、豪雨、津波等の災害が発生した場合においても、安全・安心な生

活を支える道路交通の確保を図ります。 

地震発生時の応急活動を迅速かつ安全に実施できる信頼性の高い道路

交通を確保するため、緊急輸送道路上にある橋梁の耐震対策を推進します。 

また、豪雨時等においても、安全性の高い道路交通を確保するため、道

路斜面等の防災対策や災害の恐れのある区間を回避・代替する道路の整備

を推進します。 

 

（２）災害発生時における交通規制 

災害発生時においては、被災地域への車両の流入抑制を行うとともに、

被害状況を把握した上で、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の

規定に基づく通行禁止等の必要な交通規制を迅速かつ的確に実施します。 

 

（３）災害発生時における情報提供の充実 

災害発生時においては、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確 

に収集・分析・提供し、復旧や緊急交通路、緊急輸送道路等の確保及び道
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路利用者等へ道路交通に関する災害情報等を防災行政無線やケーブルテ

レビの緊急告知放送、市のホームページや SNS 等で提供します。 

 

 

１１ 総合的な駐車対策の推進 

道路交通の安全と円滑を図るため、交通の状況や地域の特性に応じた 

総合的な駐車対策を推進します。 

 

（１）きめ細やかな駐車規制の推進 

地域住民等の意見要望等を十分に踏まえ、駐車規制の点検や見直しを推

進するとともに、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うなど、きめ

細やかな駐車規制を推進します。 

 

（２）違法駐車対策の推進 

悪質性、危険性、迷惑性の高い違反に重点を置き、地域の実態に応じた

指導取締りを推進します。 

 

（３）駐車場等の整備 

路上における無秩序な駐車を抑制し、安全かつ円滑な道路交通を確保 

するため、駐車規制及び違法駐車の指導取締りの推進や、駐車場の整備と

有効利用を推進します。 

 

（４）違法駐車を排除しようとする気運の醸成・高揚 

違法駐車の排除及び自動車の保管場所の確保等に関し、市民への広報・

啓発活動を行うとともに、関係機関、関係団体との密接な連携を図り、県

公安委員会が委嘱している地域交通安全活動推進委員の積極的な活用等

により、住民の理解と協力を得ながら違法駐車を排除しようとする気運の

醸成・高揚を図ります。 
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表 8：市街地における駐車場設置状況  （令和 3 年 4 月 1 日現在、単位：台） 

No 駐車場名 
設置場所 

（行政区 
収容台数 設置者 設置年月 備考 

1 中央駐車場 今町 28 伊万里市 S56.07 月 自動清算機 

2 船屋町駐車場 船屋町 33 伊万里市 S57.04 月  

3 新天町有料駐車場 新天町 44 商工会議所 S44.01 月 自動清算機 

4 いすい通ﾊﾟｰｷﾝｸﾞ 東新町 55 商工会議所 S61.11 月 自動清算機 

5 浜町駐車場 浜町 51 
駅通商店街

振興組合 
S61.11 月  

6 ｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｷﾝｸﾞ 立町 65 黒木建設 H09.02 月 自動清算機 

7 駅前駐車場 新天町 87 伊万里市 H15.08 月 自動清算機 

8 駅前広場駐車場 新天町 6 伊万里市 H15.08 月 自動清算機 

9 ﾗｲｵﾝﾊﾟｰｸ伊万里 2 新天町 26 民間企業 H15.03 月 自動清算機 

10 駅前東駐車場 新天町 40 伊万里市 H15.09 月  

11 
三井のリパーク 

伊万里駅前 
新天町 8 民間企業 H24.04 月 自動清算機 
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１２ 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

（１）道路の使用及び占用の適正化等 

ア 道路の使用及び占用の適正化 

工作物の設置、工事のための道路の使用及び占用の許可にあたっては、

道路の構造を保全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な

運用を行うとともに、許可条件の履行、占用物件等の維持管理の適正化

について指導します。 

イ 不法占用物件の排除等 

道路交通に支障を与える不法占用物件等については、実態把握を行い、

強力な指導取締りによりその排除を行います。 

さらに、道路上から不法占用物件等を一掃するためには、沿道住民を

はじめ道路利用者の自覚に待つところが大きいことから、不法占用の防

止を図るための啓発活動を積極的に行います。 

ウ 道路の掘り返しの規制等 

道路の掘り返しを伴う占用工事については、無秩序な掘り返しや工 

事に伴う渋滞等を防止するため、施工時期や施工方法の調整を図ります。 

 

（２）子供の遊び場等の確保 

子供の遊び場の不足を解消し、路上遊戯等による交通事故を防止すると

ともに、市街地における良好な生活環境づくりを図るため、都市公園、児

童公園等の整備を推進します。 

また、小中学校の校庭や幼稚園、保育園の園庭を子供の遊び場としての

積極的な開放及び提供を促進します。 

（※参考資料（58 ページ～59 ページ）に都市公園及び      

児童遊園設置状況を記載。） 

 

（３）道路法に基づく通行の禁止または制限 

道路の構造を保全し、交通の危険を防止するため、道路の破損や決壊ま

たは異常気象等により交通が危険であると認められる場合、道路に関する

工事のためやむを得ないと認められる場合には、道路法（昭和 27 年法律

第 180 号）に基づき、通行の禁止または制限を行います。 

 

（４）冬期の安全の確保 

冬期には、積雪や凍結路面対策として適時適切な凍結防止剤散布を実施

するとともに、毎年冬期前には市ホームページ等で路面凍結予想箇所の市

民周知を行うなど、安全な道路交通の確保に努めます。 
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１３ 踏切道の整備推進等 

踏切事故は、一たび発生すると多数の死傷者が生じるなど、重大な事故

となる恐れがあるため、構造の改良や踏切保安設備の整備及び統廃合を推

進するとともに、踏切道の交通安全についての住民意識の向上を図ります。 

 

（１）踏切道の構造の改良の推進 

歩行者の安全対策のため、歩道が狭い踏切等における構造の改良整備 

等を推進します。 

また、主要な道路との交差にかかわるものなどについては、踏切道の除

却を検討するとともに、道路の新設や改築にあたっても、できる限り立体

交差化となるよう推進します。 

 

（２）踏切保安設備の整備の推進 

踏切遮断機の整備された踏切道は、踏切遮断機の整備されていない踏 

切道に比べて事故発生率が低いことから、踏切道の利用状況や幅員、交通

規制の実施状況等を勘案し、着実に踏切遮断機の整備を推進します。 

また、自動車交通量の多い踏切道については、道路交通の状況、事故の

発生状況等を勘案して必要に応じ、障害物検知装置、オーバーハング型警

報装置、大型遮断装置、踏切停止線など、より事故防止効果の高い踏切保

安設備の整備を推進します。 

 

（３）踏切道の統廃合の促進 

近接踏切道のうち、その利用状況や迂回路の状況等を勘案して、第 3・

4 種踏切道など、地域住民の通行に支障を及ぼさないと認められるものに

ついて、統廃合を進めるとともに、これら近接踏切道以外の踏切道につい

ても同様に統廃合を促進します。 

 

（４）その他踏切道の交通の安全及び円滑化を図るための措置 

踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、自動車運転者や歩行 

者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の向上及び踏切支障時における

非常ボタンの操作や非常時の発煙筒の使用法など、緊急措置の周知徹底を

図る必要があります。 

このため、広報活動の強化や学校、自動車教習所等において、踏切の通

過方法等の教育を引き続き推進します。 

（※参考資料（55 ページ～57 ページ）に踏切設置箇所を記載。） 
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 第２節 交通安全思想の普及徹底   

交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の下に、交通社会の一員としての

責任を自覚し、交通安全意識と交通マナーの向上に努め、相手の立場を尊重し、

他の人々や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成する上で、重要な意義

を有しています。 

交通安全意識を向上させ正しい交通マナーを身に付けるためには、人間の成

長過程に合わせ、生涯にわたる学習を促進して市民一人一人が交通安全の確保

を自らの課題として捉えるよう意識の改革を促すことが重要です。 

このため、交通安全教育指針（平成１０年国家公安委員会告示第１５号）等を

踏まえ、幼児から高齢者に至るまで、つながりがあり、段階的に体系な交通安全

教育を展開していくとともに、高齢化社会が進展する中で、特に本市では高齢者

交通安全対策を最重点項目の一つとして、高齢者自身の交通安全意識の向上を

図るとともに、他の世代に対しても高齢者の特性を知り、その上で高齢者を保護

し、また、高齢者に配慮する意識を高めるための啓発指導を強化します。 

さらに、自転車を使用することが多い小学生、中学生及び高校生に対しては、

交通社会の一員であることを考慮し、警視庁が所管する自転車運転者講習制度

の施行も踏まえ、自転車の利用に関する道路交通の基礎知識、交通安全意識と交

通マナーの向上につながる教育を充実させます。 

学校においては、学習指導要領に基づき、関連教科、総合的な学習の時間、特

別活動など、教育活動全体を通して計画的かつ組織的に実施するよう努めます。 

交通安全教育・普及啓発活動を行うにあたっては、参加・体験・実践型の教育

方法を積極的に取り入れ、教材の充実を図り、インターネットを活用した実施主

体間の相互利用を促進するなど、市民が自ら納得して安全な交通行動を実施す

ることができるよう必要な情報をわかりやすく提供することに努めるとともに、

市、関係機関、関係団体、地域及び家庭がそれぞれの特性を生かし、互いに連携

がとれた活動となるよう努めます。 

また、地域が一体となった交通安全教育・普及啓発活動を効果的に推進するた

め、地域や家庭において、子供、父母、祖父母等の各世代が交通安全について話

し合い、注意を呼び掛けるなど、世代間交流の促進に努めます。 

さらに、交通安全教育・普及啓発活動の実施後には、効果を検証・評価し、よ

り一層効果的な実施に努めるとともに、活動の意義、重要性等について関係者の

意識が深まるよう努めます。 

あわせて、定住外国人や訪日外国人の増加も踏まえ、多様な文化的背景への寛

容さを基本としつつ、世界一安全な交通社会を目指す我が国の交通ルールを的

確に伝えるよう努めます。 
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【取組み内容】 

  １ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

  ２ 効果的な交通安全教育の推進 

  ３ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

  ４ 交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

  ５ 地域における交通安全活動への参加・協働の推進 

 

１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

（１）幼児に対する交通安全教育の推進 

幼児に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、

基本的な交通ルールを遵守し、正しい交通マナーを身に付けさせるととも

に、日常生活において安全に道路を通行するために必要な基本的な技能及

び知識を習得させることを目標とします。 

幼稚園、保育所及び認定こども園においては、家庭及び関係機関、関係

団体等と連携・協力を図りながら、日常の教育・保育活動のあらゆる場面

を捉えて交通安全教育を計画的かつ継続的に行います。 

さらに、関係機関、関係団体は、幼児の心身の発達や交通状況等の地域

の実情を踏まえた幅広い教材・教具・情報の提供等を行うことにより、幼

稚園、保育所及び認定こども園において行われる交通安全教育の支援に努

めます。 

また、警察や交通ボランティアによる幼児に対する通園時や園外活動時

等の安全な行動の指導、保護者を対象とした交通安全講習会等の開催を促

進します。 

 

（２）小学生に対する交通安全教育の推進 

小学生に対する交通安全教育は、心身

の発達段階や地域の実情に応じて、歩行

者及び自転車の利用者として必要な技

能と知識を習得させるとともに、道路や

交通の状況に応じて、安全に道路を通行

するために、道路交通における危険を予

測し、これを回避して安全に通行する意

識及び能力を高めることを目標としま

す。 

小学校においては、家庭や関係機関、関係団体等と連携・協力を図りな

がら、体育、道徳、総合的な学習の時間、特別活動など、学校の教育活動
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全体を通して、歩行者としての心得、自転車の安全な利用、危険の予測と

回避、交通ルールの意味及び必要性等について重点的に交通安全教育を実

施します。 

さらに、児童を交通事故から守るため、通学路における市交通安全指導

員による交通安全活動を行います。 

 

（３）中学生に対する交通安全教育の推進 

中学生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全を確保する

ため、特に、自転車で安全に道路を通行するために必要な技能と知識を十

分に習得させるとともに、道路を通行する場合は、思いやりをもって、自

己の安全ばかりでなく、他の人々の安全にも配慮できるようにすることを

目標とします。 

中学校においては、家庭や関係機関、関係団体等と連携・協力を図りな

がら、保健体育、道徳、総合的な学習の時間、特別活動など、学校の教育

活動全体を通して、歩行者としての心得や自転車の安全な利用、危険の予

測と回避、応急手当等について重点的に交通安全教育を実施します。 

また、交通安全教育が円滑に実施できるよう、中学校で開催される自転

車講習会等へ市交通安全指導員を積極的に派遣します。 

 

（４）高校生に対する交通安全教育の推進 

高校生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全を確保する

ため、特に、自転車の利用者として安全に道路を通行するために必要な技

能と知識を習得させるとともに、交通社会の一員として交通ルールを遵守

し自他の生命を尊重するなど責任を持って行動することができるような

健全な社会人を育成することを目標とします。 

高等学校においては、家庭や関係機関、関係団体等と連携・協力を図り

ながら、保健体育や総合的な学習の時間、特別活動など、学校の教育活動

全体を通して、自転車の安全な利用や自動車の特性、危険の予測と回避、

運転者の責任、応急手当等について、さらに理解を深めるとともに、生徒

の多くが近い将来、普通免許等を取得することが予想されることから、免

許取得前の教育としての性格を重視した交通安全教育を行います。 

特に、自動車等の安全に関する指導については、生徒の実態や地域の実

情に応じて、安全運転に関する意識の高揚と実践力の向上を図るとともに、

実技指導等を含む実践的な交通安全教育の充実を図ります。 
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（５）成人に対する交通安全教育の推進 

成人に対する交通安全教育は、自動車等の安全運転を確保するため、運

転者としての社会的責任の自覚や安全運転に必要な技能及び技術、特に危

険予測・回避の能力の向上、交通事故被害者等の心情等交通事故の悲惨さ

に対する理解や交通安全意識と交通マナーの向上を目標とし、警察をはじ

め、交通安全に関する機関・団体が行う運転者教育や事業所の安全運転管

理者が行う交通安全教育を推進します。 

 

（６）高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者に対する交通安全教育は、加齢

に伴う身体機能の変化が歩行や運転の

交通行動に及ぼす影響や運転者側から

見た歩行者の危険行動を理解させ、安全

な交通行動を実践することができるよ

う、必要な実践的技能及び交通ルール等

の知識の取得を目標とします。 

また、高齢者に対する交通安全教育を推進するため、市内の全単位老人

クラブに各２名の高齢者交通安全指導員を委嘱し、交通安全教室の開催、

高齢者への交通事故情報の伝達等の自主的な交通安全活動を実施しても

らうことにより、高齢者の交通安全教育の浸透を図ります。 

また、高齢者の関わる死亡事故などの重大事故が発生した場合には、市、

警察、道路管理者、高齢者交通安全指導員等が合同で、事故現場における

交通事故の検証を行い、交通安全意識の向上に努めます。 

また、自動車教習所等の関係機関、関係団体と連携し、安全運転の指導

を行う講習会等を開催するなど、高齢運転者の受講機会の拡大を図ります。 

 

（７）障害者に対する交通安全教育の推進 

障害者に対しては、交通安全のために必要な技能及び知識の習得のため、

地域における福祉活動の場を利用するなど、障害の程度に応じたきめ細か

い交通安全教育を推進します。 

 

（８）外国人に対する交通安全教育等の推進 

外国人に対しては、我が国の交通ルールやマナーに関する知識の普及に

よる交通事故防止を目的として、外国人を雇用する企業等を通して、母国

との交通ルールの違いや交通安全に対する考え方の違いを理解させるな

ど、効果的な交通安全教育を推進します。  
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２ 効果的な交通安全教育の推進 

交通安全教育を行うにあたっては、受講者が安全に道路を通行するために

必要な知識及び技能を習得し、かつ、その必要性を理解できるようにするた

め、参加・体験・実践型の教育方法を積極的に活用します。  

交通安全教育を行う機関・団体は、交通安全教育に関する情報を共有し、

他の関係機関、関係団体の求めに応じて交通安全教育に用いる機器の貸与や

講師の派遣、情報の提供など、相互の連携を図りながら交通安全教育を推進

します。  

また、一般財団法人日本交通安全教育普及協会が実施する交通安全教育指

導者研修会を通した交通安全に取り組む人材の育成をはじめ、ドライブレコ

ーダーやシミュレーター、VR 等の機器を活用した学習など、人やモノを効果

的に活用し、着実に教育を推進するよう努めます。 

さらに、交通安全教育の効果向上のため、必要に応じて、教育の方法や利

用する教材等を見直し、社会やライフスタイルの変化、技術の進展を踏まえ、

常に効果的な交通安全教育ができるよう努めます。 

このほか、従前の取組みに加え、動画を活用した学習機会の提供、ホーム

ページや SNS 等の各種媒体の積極的活用など、対面によらない交通安全教

育や広報啓発活動についても効果的に推進します。 

 

 

３ 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

（１） 交通安全運動の推進 

市民一人一人に広く交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの

遵守と正しい交通マナーを身に付けさせるとともに、一人一人が道路交

通環境の改善に向けた取組みを推進するため、年 4回の交通安全運動及

び毎月 1日、20 日の交通安全の日を中心として、関係機関、関係団体や

地域と連携し、市民総ぐるみの交通安全運動を組織的・段階的に展開し

ます。 

交通安全運動の運動重点としては、佐賀県交通安全県民運動の実施計

画に基づき、飲酒運転の根絶、高齢者の交通事故防止、子供の交通事故

防止、シートベルト及びチャイルドシートの正しい着用の徹底、夜間（特

に夕暮れ時）における交通事故防止、自転車の安全利用の推進等の事項

を設定するとともに、運動の実施にあたっては、運動の趣旨、実施期間、

運動重点、実施計画等について広く市民に周知し、市民参加型の交通安

全運動の充実・発展を図ります。 
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（２）横断歩行者を含む歩行者の安全確保の徹底 

信号機のない横断歩道での死亡事故では、自動車の横断歩道手前での 

減速が不十分なものが多いことから、運転者に対して横断歩道手前での減

速義務や横断歩道における歩行者優先義務を再認識させるため、交通安全

教育や交通指導取締り等を推進します。 

さらに、横断歩道以外の場所であっても、歩行者保護を徹底するよう車

両運転者に対する広報啓発活動を推進します。 

また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところで

は、その信号に従うといった交通ルールの周知を図るとともに、運転者に

対して横断する意思を明確に伝え、安全を確認してから横断を始め、横断

中も周りに気を付けることなど、歩行者自身が交通事故防止を意識し、自

らの安全を守るための交通行動を促すための交通安全教育等を推進しま

す。 

 

（３）自転車の安全利用の推進 

自転車が関係する交通事故の防止のため、自転車利用者一人一人が交 

通事故の防止を自らの課題として認識し、自転車で道路を通行する場合に

は、車両としてのルールを遵守するとともに、歩行者への思いやりなど、

正しい交通マナーでの利用を推進します。 

自転車乗用中の交通事故や自転車の安全利用を促進するため、「自転車

安全利用五則」を活用するなど、歩行者や他の車両に配慮した交通等自転

車の正しい乗り方に関する普及啓発の強化を図ります。 

自転車は、通勤や通学、趣味など、様々な目的で利用されますが、交通

ルールに関する理解が不十分なことも背景として、交通ルール違反や交通

マナーの欠如といった行動が多いため、交通安全教育等の充実を図ります。 

加えて、歩行者と衝突した場合には加害者となる側面もあり、交通に参

加する者としての自覚や責任が求められることから、交通事故の防止を自

らの課題として認識し、安全な利用に向けた意識の啓発を図るとともに、

関係事業者の協力を得つつ、自転車の点検整備や加害者になった場合への

備えとして、損害賠償責任保険への加入促進等の対策を強力に推進します。 

薄暮の時間帯から夜間における自転車事故を防止するため、灯火点灯の

徹底と反射材用品の取付促進により、自転車の被視認性の向上を図ります。 

幼児・児童の保護者に対して、自転車乗車時の頭部保護の重要性とヘル

メット着用による被害軽減効果についての理解促進に努めるとともに、着

用の徹底を図るとともに、全ての年齢層の自転車利用者に対しても、ヘル

メットの着用を推奨します。 
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（４）後部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用の 

徹底 

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、後 

部座席を含めた全ての座席におけるシートベルトの正しい着用を推進す

るため、関係機関、関係団体等と協力し、あらゆる機会や媒体を通して積

極的に啓発活動を展開します。 

 

（５）チャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法について、理解を深め

るための広報・指導を推進し、正しい使用の徹底を図るとともに、特に、

比較的年齢の高い幼児の保護者に対しては、その取組みを強化します。 

不適正使用時の致死率は、適正使用時と比較して格段に高くなることか

ら、チャイルドシートの使用効果及び使用方法について、着用推進シンボ

ルマーク等を活用し、幼稚園、保育所及び認定こども園、病院、販売店等

と連携を取りながら、保護者に対する効果的な広報啓発・指導を推進しま

す。 

また、市が行っているチャイルドシート貸出事業の周知を図ります。 

 

（６）反射材用品等の普及促進 

夕暮れ時から夜間における歩行者及び自転車利用者の事故防止に効果

が期待できる反射材用品の普及を図るため、各種広報媒体を活用して積極

的な広報啓発活動を推進します。 

また、反射材用品等の視認効果や使用方法等についての理解を深めるた

め、参加・体験・実践型の交通安全教育の実施を推進します。 

 

（７）飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動等の推進 

飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための

交通安全教育や広報啓発活動を引き続き推進するとともに、安全運転管理

者、酒類製造・販売業者、酒類提供飲食店、駐車場関係者等の関係機関、

関係団体等と連携してハンドルキーパー運動の普及啓発活動を推進しま

す。 

また、地域、職域等における飲酒運転根絶の取組みをさらに進め、「飲酒

運転をしない、させない」という市民の規範意識の確立を図ります。 
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（８）効果的な広報の実施 

交通安全に関する広報については、広報紙や広報車、市

のホームページや SNS、ケーブルテレビ等の広報媒体や各

季に実施する交通安全運動等を活用し、交通事故等の実

態を踏まえた広報、日常生活に密着した内容の広報など、

具体的で市民に訴える力の強い内容を重点的かつ集中的

に実施するため、効果的な広報活動を次の方針により行

います。 

なお、広報に際しては、令和元年度から佐賀県が推進

している交通安全意識改革と行動変容を促す取組み

（SAGA BLUE PROJECT）や、佐賀県交通安全キャラクター「マニャー」を活

用するなど、市民一人一人が交通安全に関心を持ち、交通事故の防止を自

らの課題と認識して、交通事故の防止のための行動の実践につながること

が期待できる方法を柔軟に取り入れながら、効果的な実施に努めます。 

 

ア 家庭・学校・職場・地域等と一体となった広範なキャンペーンや、様々

な広報媒体を通じた集中的なキャンペーンを積極的に行い、子供と高齢

者の交通事故防止、後部座席を含めた全ての座席のシートベルト着用と

チャイルドシートの正しい使用の徹底、妨害運転や飲酒運転等の悪質・

危険な運転の根絶、違法駐車の排除、運転中のスマートフォンの操作等

の危険性に関する周知を図ります。 

 

イ 交通安全に果たす家庭の役割は極めて大きいことから、家庭向け広報

媒体の積極的な活用や県、市などの広報紙等により家庭に浸透する、き

め細かな広報の充実に努め、高齢者や子供等の交通安全の確保に努めま

す。 

また、妨害運転や飲酒運転等の悪質・危険な運転を根絶する気運の高

揚を図ります。 

 

ウ 民間団体の交通安全に関する広報活動を援助するため、市及び警察は、

交通の安全に関する資料等の提供を積極的に行うとともに、報道機関の

理解と協力を求め、全市的な気運の盛り上がりを図ります。 

 

 

 

佐賀県交通安全 

キャラクター 

「マニャー」 
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（９）その他の普及啓発活動の推進 

ア 高齢者の交通事故防止に関する市民の意識を高めるため、加齢に伴う 

身体機能の変化が交通行動に及ぼす影響等についての周知を積極的に

行います。 

また、他の世代に高齢者の特性を理解させるとともに、高齢運転者標

識（高齢者マーク）を取り付けた自動車への保護意識を高めるように努

めます。 

 

イ 夕暮れ時の時間帯から夜間にかけて重大事故が多発する傾向にある

ことから、夜間の事故の主な原因となっている最高速度違反や飲酒運転

等による事故実態及び危険性等を広く周知し、これら違反の防止を図る

とともに、自動車及び自転車の前照灯について、季節や気象の変化、地

域の実態等に応じた早めの点灯を推進し、歩行者及び車両が相互に視認

できる環境づくりに努めます。 

 

 

４ 交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

交通安全指導員会等の交通安全を目的とする民間団体については、交通安

全指導者の養成等の事業に対する援助や交通安全に必要な資料の提供を行

うなど、その主体的な活動を促進するとともに、交通安全対策に関する行政

及び民間団体間において定期的に連絡協議を行い、交通安全に関する民間団

体の主体的な活動の展開を図ります。 

 

 

５ 地域における交通安全活動への参加・協働の推進 

交通安全は、地域住民等の安全意識により支えられているという一面を有

することから、地域内への通勤・通学者等も含め、交通社会の一員であると

いう当事者意識を持つよう意識改革を促すことが重要です。 

このため、交通安全思想の普及徹底にあたっては、県、市、警察、関係機

関、関係団体等と地域が連携を密にした上で、それぞれの地域における実情

に即した身近な活動を推進し、地域住民の参加・協働を積極的に推進します。 
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 第３節 安全運転の確保   

安全運転を確保するためには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要

であり、このため運転者のみならず、これから運転免許を取得しようとする者ま

でを含めた運転者教育等の充実に努めます。 

特に、今後大幅に増加することが予想される高齢運転者に対する教育等の充

実を図ります。 

また、企業・事業所等が交通安全に果たすべき役割と責任を重視し、企業や事

業所の自主的な安全運転管理対策を促進します。 

さらに、道路交通の安全に影響を及ぼす自然現象に関する適切な情報提供を

実施するため、道路交通に関する総合的な情報提供の充実を図ります。 

 

【取組み内容】 

１ 運転者教育等の充実 

２ 道路交通に関する情報の充実 

 

１ 運転者教育等の充実 

安全運転に必要な知識及び技能を身に付けた上で安全運転を実践できる

運転者を育成するため、安全意識を醸成する交通安全教育の充実を図るとと

もに、実際の交通場面で安全に運転する能力を向上させるための教育を行い

ます。 

（１）運転者に対する再教育等の充実 

自動車教習所における、既に運転免許を取得した者に対する再教育の 

実施を促進します。 

 

（２）二輪車安全運転対策の推進 

二輪車安全運転講習及び原動機付自転車等安全講習の開催を促進する

とともに、 自動車教習所における交通安全教育体制の整備等を促進し、

二輪車運転者に対する教育の充実強化に努めます。 

 

（３）高齢運転者対策の充実 

  ア 高齢者に対する教育の充実 

高齢運転者に対する講習会等を開催し、身体的な機能の変化を効果的

に自覚させる手法等の検討を行うなど、高齢運転者講習の充実を図りま

す。 
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   イ 高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 

高齢運転者の安全意識を高めるため、高齢者マークの積極的な使用 

の促進を図ります。 

 

   ウ 高齢者支援施策の推進 

自動車等の運転に不安がある高齢者が運転免許証を返納しやすい環

境の整備を図るため、市、警察、関係機関、関係団体が連携し、運転経

歴証明書制度の周知や運転免許証自主返納者に対する公共交通機関の

割引運賃等の支援措置の充実に努めます。 

 

（４）シートベルト、チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの着用徹底 

シートベルトの着用徹底並びに、チャイルドシート及び乗車用ヘルメッ

トの正しい着用徹底を図るため、関係機関、関係団体と連携し、各種講習

会や交通安全運動等あらゆる機会を通して、着用効果の啓発キャンペーン

を積極的に行うとともに、着用義務違反等に対する街頭での指導取締りの

推進を図ります。 

 

 

２ 道路交通に関する情報の充実 

道路交通に影響を及ぼす自然現象を的確に把握し、注意報・気象警報及び

津波警報・注意報並びに大雨、台風、地震、津波等の現象に関する情報の適

切な発表及び迅速な伝達に努めます。 

また、道路の降雪状況や路面状況等を収集し、道路利用者に提供する道路

情報提供装置等の整備推進に努めます。 

（※参考資料（60 ページ～62 ページ）に市内道路凍結注意箇所を記載。） 
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 第４節 車両の安全性の確保   

近年、自動車に関する技術の進歩は目覚ましく、様々な先進安全技術の開発・

実用化が急速に進んでおり、交通事故のほとんどが運転者の交通ルール違反や

運転操作ミスに起因している状況において、こうした技術の活用・普及促進によ

り、交通事故の飛躍的な減少が期待できると考えられます。 

既に衝突被害軽減ブレーキの普及等に伴い、事故件数及び死傷者数は減少傾

向にあるものの、交通事故は依然として高水準にあり、相次いで発生している高

齢運転者による事故や子供の安全確保が喫緊の課題であることから、自家用自

動車における先進安全技術のさらなる性能向上及び活用・普及促進により着実

に交通安全を確保していくことが重要です。 

 

【取組み内容】 

１ 自動車アセスメント情報の提供等 

２ 自転車の安全性の確保 

 

１ 自動車アセスメント情報の提供等 

国土交通省及び自動車事故対策機構が実施する、安全な自動車等を選択で

きる環境を整えるとともに、メーカーによる安全な自動車等の開発を促進す

ることにより、安全な自動車等の普及促進を目的とした自動車アセスメント

事業に関する情報提供に努めます。 

 

２ 自転車の安全性の確保 

自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、自転車利用

者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける気運を醸成する

とともに、近年、自転車が加害者となる事故に関し、高額な賠償額となるケ

ースもあり、こうした賠償責任を負った際の支払い原資を担保し、被害者の

救済の十全を図るため、関係事業者の協力を得つつ、損害賠償責任保険制度

の周知と加入促進を進めます。 

さらに、夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と

反射器材等の普及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図ります。 
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 第５節 道路交通秩序の維持   

交通事故を防止するためには、交通指導取締りや暴走族対策等を通して、道路

交通の秩序を維持する必要があります。 

このため、交通事故実態等を的確に分析し、交通事故に直結する悪質性・危険

性の高い違反や、「佐賀のよかろうもん」運転に代表される迷惑性の高い違反に

重点を置いた交通事故抑止に資する交通指導取締りを推進します。 

 

【取組み内容】 

  １ 効果的な交通指導取締りの強化等の推進 

  ２ 暴走族等対策の推進 

 

１ 効果的な交通指導取締りの強化等の推進 

交通指導活動を強化するとともに、無免許運転や飲酒運転、速度超過、横

断歩行者妨害、その他交差点関連違反等の交通事故に直結する悪質性・危険

性の高い違反、地域住民から取締り要望の多い迷惑性の高い違反に重点を置

いた交通指導取締りを推進します。 

特に、飲酒運転及び無免許運転については、違反者を早期に道路交通の場

から排除するとともに、運転者のみならず、周辺者に対する捜査を徹底する

など、飲酒運転及び無免許運転の根絶に向けた対策を推進するとともに、引

き続き、「人優先」の思想に基づいた交通指導取締りを推進します。 

また、自転車利用者による無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等に

対して積極的に指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対する検

挙措置を推進します。 

 

 

２ 暴走族等対策の推進 

暴走族等（暴走族及び違法行為を敢行する旧車會員（暴走族風に改造した

旧型の自動二輪者等を運転する者）による不法事案を未然に防止し、交通秩

序を確保するとともに、青少年の健全な育成に資するため、関係機関、関係

団体が連携し、次の対策を強力に推進します。 

 

（１）暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青少年の指導の充実 

暴走族追放の気運を高揚させるため、「佐賀県暴走族等の追放の促進に

関する条例」並びに、「伊万里市暴走族等の追放の促進に関する条例」に基

づく対策を推進するとともに、報道機関等に対する資料提供を通して、暴

走族の実態が的確に広報されるよう努めます。 
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また、家庭、学校、関係機関、関係団体、地域等と連携し、青少年の健

全育成を図る観点からの施策を推進します。 

 

（２）暴走行為阻止のための環境整備 

暴走族及びこれに伴う群衆のい集場所として利用されやすい施設の管

理者に協力を求め、暴走族等をい集させないための施設の管理改善等の環

境づくりを推進するとともに、地域における関係機関、関係団体が連携を

強化し、暴走行為等ができない道路交通環境づくりを積極的に行います。 

 

（３）車両の不正改造の防止 

暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止するよう、また、保

安基準に適合しない部品等が不正な改造に使用されることがないよう、

「不正改造車を排除する運動」等を通じ、幅広く広報活動を推進します。 
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 第６節 救助・救急活動の充実   

交通事故による負傷者の救命を図り、被害を最小限にとどめるため、事故に即

応できるよう、救急医療機関と消防機関の救急関係機関相互の緊密な連携及び

協力関係を確保し、救助・救急体制及び救急医療体制のさらなる整備を図ります。 

特に、負傷者の救命効果の向上を図る観点から、救急現場または搬送途上にお

いて、医師や看護師、救急救命士等による一刻も早い救急医療、応急処置等を実

施するための体制整備を図るほか、事故現場に居合わせた人（バイスタンダー）

による応急手当法の普及等を推進します。 

 

【取組み内容】 

  １ 救助・救急体制の整備 

  ２ 救急医療体制の整備 

 

１ 救助・救急体制の整備 

（１）救助体制の整備・拡充 

交通事故の種類や内容の複雑多様化に対処するため、消防機関の救助体

制の整備・拡充を図り、警察や医療機関と連携した円滑な救助活動の実施

に努めます。 

 

表 11：救急告示病院の状況【伊万里市・西部地区医療圏】 

（令和 3年 4月 1日現在） 

医療機関名 所在地 標榜科目 専用病床 

山元記念病院 二里町 

外科、内科、整形外科、脳神経外科、心臓血管外科、

循環器科、呼吸器外科、リハビリテーション科、胃

腸科、放射線科、麻酔科 

4 床 

西田病院 山代町 

内科、外科、消化器内科、消化器外科、人工透析内

科、呼吸器内科、呼吸器外科、乳腺外科、肛門外科、

放射線科、リハビリテーション科、緩和ケア内科、

麻酔科 

4 床 

伊万里・有田 

共立病院 
有田町 

外科、胸部外科、消化器外科、整形外科、脳神経外

科、救急科、内科、神経内科、呼吸器内科、消化器

内科、循環器内科、糖尿病、代謝内科、小児科、泌

尿器科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科、麻酔科、リ

ハビリテーション科、婦人科、心臓血管外科 

12 床 

出典：伊万里・有田消防組合 
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表 12：救急活動の状況             （令和 3年 4 月 1日現在） 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 合計 

出場件数 

（A） 
2,577 件 2,648 件 2,686 件 2,601 件 2,429 件 12,941件 

搬送人員 2,411 人 2,477 人 2,496 人 2,394 人 2,231 人 12,009人 

交通事故

における

出場件数 

（B） 

187 件 216 件 186 件 197 件 147 件 933 件 

搬送人員 189 人 221 人 174 人 181 人 138 人 903 人 

構成比 

（B / A） 
7.3% 8.2% 6.9% 7.6% 6.1% 7.2% 

出典：伊万里・有田消防組合 

 

 

（２）多数傷者発生時における救助・救急体制の充実 

大規模道路交通事故等の多数の負傷者が発生する大事故に対応するた

め、連絡体制の整備や救護訓練の実施、及び消防機関と医療機関等の連携

による救助・救急体制の充実を図ります。 

 

（３）自動体外式除細動器の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の 

普及啓発活動の推進 

現場におけるバイスタンダーによる応急手当の実施により、救命効果 

の向上が期待できるため、自動体外式除細動器（※AED）の使用も含めた応

急手当について、消防機関等が行う講習会等の普及啓発活動を推進します。 

心肺蘇生法等の応急手当の知識及び実技の普及を図るため、消防機関や

医療機関等の関係機関においては、指導資料の配布や講習会の開催を推進

するとともに、救急の日や救急医療週間等の機会を通した広報啓発活動を

積極的に推進します。 

また、学校においては、教職員対象の心肺蘇生法（AED の取り扱いを含

む。）の実習及び各種講習会等の開催により指導力・実践力の向上を図る

とともに、中学校、高等学校の保健体育において、止血法や包帯法、心肺

蘇生法等の応急手当（AED の取り扱いを含む。）について指導の充実を図り

ます。 

※ AED：Automated External Defibrillator 
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（４）救急救命士の養成・配置等の推進 

プレホスピタルケア（救急現場及び搬送途上における応急処置）の充実

のため、消防機関に救急救命士を計画的に配置できるよう、その養成や救

急救命士が行う気管挿管・薬剤投与に必要な講習や実習の実施を推進しま

す。 

また、医師の指示または指導・助言の下に、救急救命士を含めた救急隊

員による応急処置の質を確保するため、メディカルコントロール体制の充

実を図ります。 

 

（５）救助・救急資機材の整備の推進 

救助工作車や交通救助活動に必要な救助資機材を充実させるとともに、

救急救命士等がより高度な救急救命処置を行うことができるよう、高規格

救急自動車や高度救命処置用資機材等の整備を推進します。 

 

（６）消防防災ヘリコプターによる救急業務の推進 

   ヘリコプターは、事故の状況把握、負傷者の救急搬送及び医師の迅速な

現場投入に有効であることから、ドクターヘリとの相互補完体制を含めて、

救急業務におけるヘリコプターの積極的活用を推進します。 

 

（７）救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急事象に対応すべく、救助隊員及び救急隊員の

知識及び技術の向上を図るため、教育訓練の充実を図ります。 

 

 

２ 救急医療体制の整備 

救急医療機関への迅速な搬送を図るため、救急医療機関と消防機関等の 

緊密な連携・協力関係を強化し、円滑に運用できる救急医療体制を整備しま

す。 

また、現場の救急隊が医師の指示をスムーズに受けられるよう、救急自動

車に設置した携帯電話等により、医師と直接交信するシステム（ホットライ

ン）を活用するなど、医療機関と消防機関が円滑な連携を取れる救急体制の

強化に努めます。 

さらに、ドクターヘリは、事故の状況把握や負傷者の救急搬送及び医師の

迅速な現場投入に有効であることから、救急業務における積極的な活用を推

進します。 
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 第７節 交通事故被害者の救済等   

 

【取組み内容】 

  １ 交通災害共済等加入の促進 

  ２ 交通事故相談業務等の周知等 

 

１ 交通災害共済等加入の促進 

交通事故により死亡や負傷、重度の後遺症を残すに至った場合は、本人や

家族、遺族にとって大きな負担となります。 

このため、加害者及び被害者救済の立場から、自動車損害賠償責任保険に

加え、任意の自動車保険、特に対人賠償保険の加入を促進するほか、佐賀県

市町総合事務組合が実施する交通災害共済を市民に幅広く呼びかけます。 

 

表 13：市民交通傷害保険への加入状況 

区分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

加入者数 2,611 人 2,588 人 2,421 人 2,365 人 2,207 人 

 

 

２ 交通事故相談業務等の周知等 

（１）交通事故相談体制の充実 

交通事故の被害者、加害者双方の損害賠償等の法律問題や医療、及び補

償関係等困難な問題の解決を支援するため、佐賀県が行う交通相談業務に

ついての周知を図ります。 

 

（２）交通事故相談活動の推進 

円滑かつ適切な交通事故相談活動を推進するため、日弁連交通事故相談

センターや交通事故紛争処理センター等が行う交通事故相談業務につい

ての周知を図ります。 

 

（３）自動車事故被害者等に対する支援措置 

独立行政法人自動車事故対策機構が行う交通遺児等に対する生活資金

貸付及び公益財団法人交通遺児等育成基金が行う交通遺児育成のための

基金事業等の活動の広報に努め、制度の利用促進を図ります。 
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参 考 資 料 

 

１ 道路の新設、改築計画 

２ スクールゾーン及び交差点内交通安全施設整備 

（ガードパイプ等）想定場所 

３ シルバーゾーン 

４ 踏切設置箇所 

５ 都市公園及び児童遊園設置状況 

６ 市内道路凍結注意箇所 

７ 交通安全対策基本法（抜粋） 

８ 伊万里市交通安全対策会議条例 

９ 伊万里市交通安全対策会議会長及び委員一覧 
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１ 道路の新設、改築計画 

事業 

主体 
路線名 地区町名 

事業量 

（ｍ） 

事業 

年度 
備考 

国 

国道４９７号 

(唐津伊万里道路) 
南波多町 18,100 H4～ 

新設 

※事業量は唐津

IC～伊万里東府

招 IC 

国道４９７号 

(伊万里松浦道路) 
山代町 10,100 H9～ 

新設 

※事業量は伊万

里西 IC(仮称)～

長崎県境 

国道４９７号 

(伊万里道路) 
脇田町 6,600 H7～ 新設 

県 

国道２０４号 黒川～瀬戸町 4,400 H26～ 新設・改築 

国道２０４号 黒川町 425 H28～ 改築 

国道２０４号 波多津町 830 H27～ 新設 

伊万里畑川内

厳木線 
大川町 1,308 H24～ 新設 

武雄伊万里線 松浦町 330 H24～ 改築 

伊万里有田線 
二里第一工区 

（金武・古子） 
1,660 H30～ 改築 

市 

提川・川西線 大川町 1,000 
R4～

R11 
改築 

重橋・中山線 波多津町 820 
H29～

R6 
改築 

中山・井野尾

線 
波多津町 480 

H30～

R6 
改築 

東田代９号線 大川町 300 
H23～

R7 
改築 
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２ スクールゾーン及び交差点内交通安全施設整備（ガードパイプ等）想定場所 

 

 

 

 

  

ゾ　ー　ン　名 　伊万里小学校 主な規制
　速度規制、車両進入禁止、大型車通行禁止、一方通行・駐車禁止、
　指定方向外進行禁止

交差点名：

木須町交差点

交差点名：

脇田交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真

伊万里実業高等学校 商業キャンパス

ゾ　ー　ン　名 　大坪小学校 主な規制
速度規制、車両進入禁止、大型車通行禁止、一方通行・駐車禁止、
指定方向外進行禁止

交差点名：

柳井町交差点

交差点名：

東町交差点

交差点名：（仮称）

大坪小学校付近交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真

写真

大坪小学校

伊万里実業高等学校 商業キャンパス
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ゾ　ー　ン　名 　立花小学校 主な規制 　速度規制、駐車禁止、はみだし禁止

交差点名：（仮称）

立花小学校付近交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

立花小学校

伊万里特別支援学校

ゾ　ー　ン　名 　大川内小学校 主な規制 　指定方向外進行禁止、駐車禁止

交差点名：

大川内町平尾交差点

交差点名：

道祖瀬交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真 大川内小学校

伊万里特別支援学校
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ゾ　ー　ン　名 　牧島小学校 主な規制 　速度規制、指定方向外進行禁止、駐車禁止

交差点名：

本瀬戸交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

牧島小学校

ゾ　ー　ン　名 　黒川小学校 主な規制 　速度規制、駐車禁止

交差点名：

黒川小学校下横断歩道

交差点名：

塩屋東交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真

黒川小学校
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ゾ　ー　ン　名 　波多津小学校 主な規制 速度規制

交差点名：

該当なし

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

波多津小学校

ゾ　ー　ン　名 　南波多郷学館 主な規制 速度規制、駐車禁止

交差点名：

南波多郷学館交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

南波多郷学館
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ゾ　ー　ン　名 　松浦小学校 主な規制 速度規制、大型車通行禁止、指定方向外進行禁止、駐車禁止

交差点名：

松浦小学校下横断歩道

交差点名：

下分交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真

松浦小学校

ゾ　ー　ン　名 　大川小学校 主な規制 速度規制、駐車禁止

交差点名：

大川野交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

大川小学校
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ゾ　ー　ン　名 　二里小学校 主な規制 速度規制、指定方向外進行禁止、駐車禁止

交差点名：

二里大橋交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

二里小学校

伊万里実業高等学校

農林キャンパス

ゾ　ー　ン　名 　東山代小学校 主な規制 速度規制、大型車通行禁止、駐車禁止

交差点名：

里交差点

交差点名：

天神交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真

東山代小学校
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ゾ　ー　ン　名 　滝野小学校 主な規制 速度規制

交差点名：

該当なし

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

滝野小学校

ゾ　ー　ン　名 　山代東小学校 主な規制 速度規制、一方通行、指定方向外進行禁止、駐車禁止

交差点名：（仮称）

山代東小学校付近交差点

交差点名：

楠久上交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

写真

山代東小学校
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ゾ　ー　ン　名 　山代西小学校 主な規制 速度規制、指定方向外進行禁止

交差点名：

該当なし

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

山代西小学校

ゾ　ー　ン　名 　伊万里特別支援学校 主な規制 速度規制、駐車規制

交差点名：

立花台入口交差点

スクールゾーン標識

ガードパイプ等整備想定場所

写真

伊万里特別支援学校
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３ シルバーゾーン 

 

 

 

 

ゾ　ー　ン　名 伊万里市老人福祉センター 所　在　地 伊 万 里 市 松 島 町 ７ ３ 番 地

施　設　名

伊万里市老人福祉センター

主　な　規　制

速度規制

車両進入禁止

大型車通行禁止

一方通行

指定方向外進行禁止

駐車禁止

   シルバーゾーン標識

伊万里市老人福祉センター

ゾ　ー　ン　名 大川老人憩いの家 所　在　地 伊 万 里 市 大 川 町 大 川 野 ３ ８ ３ ６ 番 地 １

施　設　名

大川老人憩いの家

主　な　規　制

一方通行

   シルバーゾーン標識

大川老人憩いの家
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ゾ　ー　ン　名 波多津老人憩いの家 所　在　地 伊 万 里 市 波 多 津 町 辻 ９ ５ ３ 番 地

施　設　名

波多津老人憩いの家

主　な　規　制

駐車禁止

   シルバーゾーン標識

波多津老人憩いの家

ゾ　ー　ン　名 伊万里向陽園 所　在　地 伊 万 里 市 立 花 町 ２ ４ ０ ４ 番 地 １ ０

施　設　名

伊万里向陽園

主　な　規　制

速度規制

   シルバーゾーン標識

伊万里向陽園
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ゾ　ー　ン　名 山代老人憩いの家 所　在　地 伊 万 里 市 山 代 町 久 原 ２ ７ ２ １ 番 地

施　設　名

山代老人憩いの家

主　な　規　制

一方通行

指定方向外進行禁止

駐車禁止

   シルバーゾーン標識

山代老人憩いの家
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４ 踏切設置箇所            （九州旅客鉄道株式会社 筑肥線） 

区間 名称 
踏切

種別 

交通 

規制 

交通量 

(三輪以上) 

踏切道 

幅員 

ｍ 

長さ 

ｍ 

佐里～駒鳴 蜜 柑 山 下 3  8 2.5 7.1 

〃 山   神 1  31 7.0 5.8 

〃 山 神 第 ２ 3  26 2.3 7.3 

駒鳴～大川野 白   木 1 C 117 3.2 6.5 

〃 舞   淵 4 B 5 2.1 7.0 

〃 火 葬 場 1 C 44 3.0 5.6 

〃 三 軒 屋 3 B 18 1.8 7.0 

大川野駅構内 立   川 1 C 76 3.9 8.3 

〃 砥 石 川 1  2,992 6.5 5.6 

〃 片   竹 4 B 20 1.8 7.3 

大川野～肥前長野 学 校 裏 1 B 6 3.0 6.0 

肥前長野駅構内 長   野 1  3,362 9.5 8.9 

肥前長野～桃川 第 １ 川 原 1  15 4.0 6.1 

〃 田   原 1  12 4.1 11.4 

〃 中   島 1  15 3.5 5.4 

桃川～金石原 提   川 1  737 4.3 5.8 

〃 第 ３ 下 平 1 B 13 1.6 7.4 

〃 学 校 前 1  28 4.1 13.0 

〃 鍋 の 原 1  180 6.0 5.7 

〃 第１久良木 1  8 4.0 5.7 

〃 山   形 1 B 11 4.0 5.5 

金石原駅構内 金 石 原 1  235 6.2 9.5 

金石原～上伊万里 山   添 1 A 7 3.3 7.0 

〃 浪   瀬 1  9 2.8 6.3 

〃 官   山 1 C 67 3.9 5.6 

上伊万里駅構内 六 仙 寺 1  957 5.5 6.0 

上伊万里～伊万里 前   田 4 B 5 1.7 7.2 
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区間 名称 
踏切

種別 

交通 

規制 

交通量 

(三輪以上) 

踏切

道 
区間 

上伊万里～伊万里 柿   内 1 B 77 3.0 5.8 

〃 長   谷 1  53 5.1 5.9 

〃 金   谷 1  130 3.0 5.7 

伊万里駅構内 高 等 学 校 1  1,990 4.4 5.0 

※踏切種別の凡例 1：警報機あり、遮断機あり 3：警報機あり、遮断機なし 

         4：警報機なし、遮断機なし 

※交通規制の凡例 A:歩行者以外の通行禁止 B:二輪自動車、農耕用車両、軽自動車以外の  

自動車の通行禁止 C:大型車の通行禁止 空白:規制なし 
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（松浦鉄道株式会社 西九州線） 

区間 名称 
踏切 

種別 

交通 

規制 

交通量 

(三輪以上) 

踏切

道 
区間 

夫婦石～金武間 長 井 手 1  99 2.8 6.0 

金武～川東間 川   向 1  178 12.0 6.7 

〃 登   野 1  84 5.0 6.0 

川東～伊万里間 川   東 1  1,321 3.7 8.7 

伊万里駅構内 中 井 樋 1 C 692 3.4 20.0 

伊万里～東山代間 東 八 谷 搦 1  10,917 12.4 9.1 

〃 笹   尾 1 C 24 3.5 6.0 

〃 ハ ジ 山 1  3,156 4.8 6.3 

〃 長   浜 1  139 4.0 6.0 

東山代～里間 浦   浜 4  4 2.8 6.2 

〃 天   神 1  142 4.0 6.0 

〃 脇   野 1  2,239 6.0 6.0 

〃 新   搦 1 B 5 2.0 6.0 

里～楠久間 里 1  1,562 10.3 6.0 

〃 青   幡 4 B 6 1.8 6.0 

〃 里 蕨 野 4 B 0 1.6 6.8 

楠久駅構内 土   場 1  1,725 7.0 6.2 

楠久～鳴石間 四 軒 屋 1  331 4.5 6.6 

〃 美   鈴 1 C 127 3.3 7.2 

〃 鳴   石 1 C 125 6.3 8.5 

鳴石～久原間 久 垣 炭 鉱 1 C 93 3.0 6.0 

〃 住 宅 前 1 C 46 3.4 6.0 

久原駅構内 下場の波止場 4 B 0 1.6 6.4 

〃 久 原 大 1  8,520 20.4 7.0 

久原～波瀬間 波   瀬 1  74 5.7 7.0 

波瀬～浦ノ崎間 浜 の 志 木 4 B 0 1.8 6.0 

〃 塩   浜 1  11 3.0 6.0 

〃 黒 藻 下 1  1,201 5.8 9.4 

浦ノ崎～福島口間 浦 ノ 崎 1  2,378 12.4 6.0 

※踏切種別、交通規制の凡例については九州旅客鉄道と同様。 
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５ 都市公園及び児童遊園設置状況 

●都市公園 

No 施 設 名 所 在 地 開設年月日 面 積(ha) 

1 国見台公園 二里町大里 S51.3.31 21.80 

2 城山公園 松島町 S50.4.1 0.84 

3 祇園公園 大坪町祇園町 S50.4.1 0.72 

4 黒川公園 黒川町塩屋 S50.4.1 1.01 

5 蓮 池 児童公園 伊万里町蓮池町 S50. 3.31 0.12 

6 栄 町   〃 大坪町栄町 S50. 3.31 0.22 

7 長 浜   〃 東山代町長浜 S50. 4. 1 0.19 

8 里・福和  〃 東山代町里 S50. 4. 1 0.13 

9 立 花   〃 立花町立花台三丁目 S59. 2. 1 0.43 

10 
伊万里大川内山 

鍋島藩窯公園 
大川内町大川内山 S59.2.1 1.77 

11 今 町 児童公園 伊万里町今町 S62. 7. 1 0.07 

12 駅 南   〃 新天町中井樋 S62. 7. 1 0.13 

13 円造寺公園 立花町東円蔵寺 H5.4.1 2.10 

14 中井樋 児童公園 新天町中井樋 H 1. 4. 1 0.21 

15 浜新田   〃 波多津町浦 H 3. 4. 1 0.06 

16 
東八谷搦 

新田川河畔公園 
二里町東八谷搦 H 6. 4. 1 0.35 

17 
東八谷搦 

おまつり広場 
二里町東八谷搦 H 6. 4. 1 0.36 

18 
東八谷搦 

一本松公園 
二里町東八谷搦 H 6. 4. 1 0.23 

19 鳴石搦公園 山代町楠久 H 9. 4. 1 0.33 

20 南ヶ丘公園 立花町南ヶ丘 H12. 4. 1 0.06 

21 上ノ山公園 脇田町脇田 H12. 4. 1 0.22 

22 伊万里団地公園 山代町楠久 H12. 4. 1 0.10 
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No 施 設 名 所 在 地 開設年月日 面 積(ha) 

23 あさひが丘公園 大坪町あさひが丘 H12. 4. 1 0.50 

24 つつじヶ丘北公園 大坪町つつじヶ丘 H12. 4. 1 0.08 

25 つつじヶ丘中央公園 大坪町つつじヶ丘 H12. 4. 1 0.33 

26 つつじヶ丘南公園 大坪町つつじヶ丘 H12. 4. 1 0.06 

27 森永公園 大坪町祇園町 H12. 4. 1 0.19 

28 川久保公園 脇田町脇田 H13. 4. 1 0.17 

29 松島公園 松島町 H13. 4. 1 0.11 

30 立花台北公園 立花町立花台三丁目 H13. 4. 1 0.15 

31 立花台中央公園 立花町立花台三丁目 H13. 4. 1 0.49 

32 立花台南公園 立花町立花台三丁目 H13. 4. 1 0.12 

33 都川内湖水公園 大坪町上古賀 H15.1.1 1.86 

34 楠久津公園 山代町楠久津 H15.4.1 2.36 

35 
伊万里ファミリー

パーク 
黒川町福田 H23.4.1 11.40 

36 立花台大道田公園 立花町立花台三丁目 H20. 4. 1 0.17 

37 長浜勝田公園 東山代町長浜 H25. 4. 1 0.05 

 

 

 

●児童遊園 

No 施 設 名 所 在 地 開設年月日 面 積(ha) 

1 大川児童遊園 大川町大川野 S47.4. 1 0.13 

2 川東  〃 二里町大里 H5.4. 1 0.12 

3 山代  〃 山代町立岩 H6.4. 1 0.09 

4 片竹  〃 大川町片竹 S51.4. 1 0.13 
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６ 市内道路凍結注意箇所          （令和３年３月３１日現在） 

路線名 地区名 場所 

平尾・脇田線 伊万里地区、立花地区 
幸橋、立花跨線橋、立

花台 

延命橋線 伊万里地区 延命橋 

松島橋線 伊万里地区 松島橋 

大坪・木須線 伊万里地区 脇田、弁天町 

上ノ山１号線 伊万里地区 上ノ山 

公園橋線 大坪地区 公園橋、東円蔵寺 

栄町２号線外 大坪地区 栄町 

古賀１８号線 大坪地区 上古賀 

池ノ峠・古賀線 大坪地区 下古賀、白野 

大坪・真坂線 大坪地区 白野 

あさひが丘１号線 大坪地区 あさひが丘 

白野・屋敷野線 大坪地区、南波多町 屋敷野、原屋敷 

国道２０２号 立花地区 伊万里高架橋 

立花台・富士町線 立花地区 立花台 

窯業団地線 立花地区 南ヶ丘 

新天町６号線 立花地区 新天町 

富士町・腰岳線 立花地区 富士町 

渚４号線 立花地区、二里町 渚、川東 

小石原６号線 大川内町 小石原 

小石原７号線 大川内町 小石原 

市の瀬・大山・鼓線 大川内町 市村 

市の瀬線 大川内町 市村 

古賀・正力坊線 大川内町 市村 

大川内山５号線 大川内町 大川内山 

平尾・福野線 大川内町 平尾 

上伊万里・平尾線 大川内町 平尾 

伊万里山内線 大川内町 岩谷 

黒川松島線 黒川町 大平山周辺 

伊万里畑川内厳木線 黒川町 畑川内 

伊万里畑川内厳木線 黒川町 花房 

環境センター線 黒川町 牟田 

立目・楠立線 黒川町 立目 
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路線名 地区名 場所 

横野１号線 黒川町 横野 

清水２号線外 黒川町 清水 

国道２０４号 波多津町 木場 

国道２０４号 波多津町 鶴懸峠 

加倉・木場線 波多津町 青葉台 

開拓１号線 波多津町 青葉台 

煤屋６号線外 波多津町 煤屋 

煤屋４号線 波多津町 煤屋 

大曲・原屋敷線 南波多町 原屋敷 

井手野１７号線 南波多町 井手野 

八幡岳公園線 大川町 東田代 

伊万里畑川内厳木線 大川町 立川 

相知山内線 大川町 駒鳴 

立川・東田代線 大川町 東田代 

山口・東田代線 大川町 山倉橋 

宿１号線 大川町 宿 

大川野・長野線 大川町 上川橋 

川原・井手口線 大川町 善徳橋 

川原・岳坂線 大川町、松浦町 大黒大橋 

提川・川西線 松浦町 梅岩 

岳坂１号線 松浦町 岳坂 

提川・笠椎線 松浦町 岳坂 

宿分２号線 松浦町 宿分 

国道４９８号 二里町 国見道路 

金武・腰岳線 二里町 金武 

古子線外 二里町 古子 

古子３号線外 二里町 古子 

長井手・川内線 二里町 吉野 

川内・中古場線外 二里町 川内 

作井手・炭山線 二里町 中田 

川西・里線 二里町 大里 

川東２号線 二里町 川東 

川東橋～伊万里駅前線 二里町 川東 

伊万里松浦線 東山代町 大久保、滝川内 
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路線名 地区名 場所 

讃岐・古場線 東山代町 滝川内 

滝川内２号線 東山代町 滝川内 

辻の堂１号線 東山代町 辻の堂 

竹の古場・世知原線 東山代町 下分 

大里１４号線 東山代町 大久保 

脇野・下分線 東山代町 大久保 

脇野１号線 東山代町 脇野 

脇野５号線 東山代町 脇野 

大里１６号線 東山代町 長浜 

長浜１３号線 東山代町 日尾 

川内野浦の崎港線 東山代町、山代町 川内野、東分、西分 

楠久２号線 山代町 楠久 

楠久・辻の堂線 山代町 城 

久原・野々頭線外 山代町 東分 

東分１号線外 山代町 東分 

※上記以外にも、山間部や橋梁等では道路の凍結に注意が必要です。 
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７ 交通安全対策基本法（抜粋） 

 

昭和 45 年 6 月 1 日 

法律第 110 号 

〔改正〕 昭和 46 年 6 月 2 日 法律 第 98 号 

同 50 年 7 月 10 日 同 第 58 号 

同 58 年 12 月 2 日 同 第 80 号 

平成 11 年 7 月 16 日 同 第 102 号 

同 11 年 12 月 22 日 同 第 160 号 

同 18 年 5 月 17 日 同 第 38 号 

同 23 年 8 月 30 日 同 第 105 号 

同 25 年 6 月 14 日 同 第 44 号 

同 27 年 9 月 11 日 同 第 66 号 

（市町村交通安全対策会議） 

第１８条 市町村は、市町村交通安全計画を作成し、及びその実施を推進させるため、条例

で定めるところにより、市町村交通安全対策会議を置くことができる。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村交通安

全対策会議を置くことができる。 

３ 市町村交通安全対策会議の組織及び所掌事務は、都道府県交通安全対策会議の組織及

び所掌事務の例に準じて、市町村の条例（前項の規定により置かれる市町村交通安全対策

会議にあつては、規約）で定める。 

 

（市町村交通安全計画等） 

第２６条 市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全計

画を作成するよう努めるものとする。 

２ 市町村交通安全対策会議を置かない市町村の長は、前項の規定により市町村交通安全

計画を作成しようとするときは、あらかじめ、関係指定地方行政機関の長及び関係地方公

共団体の長その他の執行機関の意見を聴かなければならない。 

３ 市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 
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(2) 前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関 する施策を

総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

４ 市町村長は、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度において市町村が

講ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」という。）を作成するよう

努めるものとする。この場合において、市町村交通安全実施計画は、都道府県交通安全実

施計画に抵触するものであつてはならない。 

５ 市町村交通安全対策会議は、第一項の規定により市町村交通安全計画を作成したとき

は、速やかに、その要旨を公表するよう努めるとともに、市町村交通安全計画を都道府県

知事に報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第四項の規定により市町村交通安全実施計画を作成したときは、速やかに、

これを都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第１項及び第５項の規定は市町村交通安全計画の変更について、前項の規定は市町村

交通安全実施計画の変更について準用する。 
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８ 伊万里市交通安全対策会議条例 

 

昭和46年３月27日 

条例第５号 

改正 昭和48年３月29日条例第６号 

昭和62年６月29日条例第18号 

平成８年３月27日条例第４号 

平成26年３月26日条例第４号 

注 昭和62年６月から改正経過を注記した。 

（設置） 

第１条 交通安全対策基本法（昭和45年法律第110号）第18条第１項の規定に基づき、伊

万里市交通安全対策会議（以下「交通安全対策会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 交通安全対策会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 伊万里市交通安全計画を作成すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、市の区域における陸上交通の安全に関する総合的な施策

の企画に関して審議すること。 

（組織） 

第３条 交通安全対策会議は、会長及び委員12人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱又は任命する。 

(1) 国及び佐賀県の出先機関の職員 

(2) 佐賀県警察の警察官 

(3) 市の職員 

(4) 市の教育委員会の教育長 

(5) 伊万里・有田消防組合の伊万里消防署の長 

(6) 九州旅客鉄道株式会社の職員 

(7) 松浦鉄道株式会社の職員 

(8) 関係団体の代表者 

（昭62条例18・平８条例４・平26条例４・一部改正） 

（会長） 

第４条 会長は、市長をもって充てる。 
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２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 交通安全対策会議は、会長が招集する。 

２ 交通安全対策会議は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 交通安全対策会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

（庶務） 

第６条 交通安全対策会議の庶務は、総務部において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、交通安全対策会議の運営に関し必要な事項は、会

長が交通安全対策会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、昭和46年４月１日から施行する。 

附 則（昭和48年３月29日条例第６号） 

この条例は、伊万里市部設置条例（昭和48年条例第１号）の施行の日から施行する。 

附 則（昭和62年６月29日条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年３月27日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年３月26日条例第４号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 
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９ 伊万里市交通安全対策会議会長及び委員一覧 

 

No 氏名 機関 ・ 団体役職名 適用 

1 深浦 弘信 伊万里市長 会長 

2 光武 聡 佐賀国道事務所武雄維持出張所長 １号委員 

3 桒原 隆浩 伊万里土木事務所長 〃 

4 大坪 正文 伊万里警察署長 ２号委員 

5 樋口 哲也 伊万里市総務部長 ３号委員 

6 溝江 龍史朗 伊万里市建設農林水産部長 〃 

7 松本 定 伊万里市教育長 ４号委員 

8 中島 徳夫 伊万里・有田消防組合伊万里消防署長 ５号委員 

9 野田 和成 九州旅客鉄道株式会社佐賀鉄道事業部長 ６号委員 

10 沼口 隆之 松浦鉄道株式会社運輸部長 ７号委員 

11 竹内 和教 伊万里地区交通安全協会会長 ８号委員 

12 力武 由美 いまり女性ネットワーク代表 〃 

 


